
施策評価シート

１　施策基本情報

2027年度目標値

基本政策間連携

3

指標の説明（単位）

保有している公共施設の面積（㎡）

名
称

柱を構成する主要事務事業 区分

1

3

4

6

5

施策等名称 施設総量の縮減
体系番号 0601010203
主管課 財政課

①

現状と課題

3

指標の説明（単位）

主管課

2

2022年度目標値
2027年度目標値

管理課

将来人口や財政規模に応じた施設総量の縮減が必要なため、施設の新規整備は原則行わないことや、既存施設を更新（建替）
する場合には複合施設とすること、また、統廃合することを検討し、施設総量の縮減を図ります。

名
称

1

2

計画策定時 2022年度目標値

詳
細

3

指標の説明（単位） 計画策定時
2022年度目標値
2027年度目標値

1

基本政策間連携

6

現在保有する公共施設等の保有量を保有し続けるためには、公共施設だけでも現在の投資的経費の約2倍、インフラ施
設についても現在の約3倍の費用が必要となります。
一方で、人口減少による生産年齢人口の減少に伴い、市税収入が減少し、現在の投資的経費の維持も困難になることが
想定されます。
保有しているすべての公共施設等を保有し続けることは、難しい状況にあります。

めざす将来像
（あるべき姿、基本的

な考え方）

将来人口や財政規模に応じた施設総量の縮減が必要なため、施設の新規整備は原則行わないことや、既存施設を更新
（建替）する場合には複合施設とすること、また、統廃合することを検討し、施設総量の縮減を図ります。

施
策
指
標

②

③

計画策定時

減少

指標名称

公共施設累計面積
減少

289,720

名
称
施設総量の縮減

施
策
の
柱
2

まちづくりの目標指標

施
策
の
柱
1

詳
細

まちづくりの目標指標

2

減少

減少
289,7201

保有している公共施設の面積
（㎡）

柱を構成する主要事務事業

主管課

詳
細

基本政策間連携

3

区分

公共施設累計面積

施
策
の
体
系

施
策
の
柱
3

まちづくりの目標指標

2022年度目標値
計画策定時

2027年度目標値
指標の説明（単位）

3

2

主管課

1

柱を構成する主要事務事業 区分

5

4

6

1

5

2

実施

2

公共施設等総合管理計
画推進事業

4



２　指標等の推移と変動要因

2022年度

1

柱1
公共施設累計面積

達成

2023年度 永明小中学校の建設（＋15,761.98㎡）、ベルビアの床（アルピコ交通所有分）取得（＋2,077.94㎡）

変
動
要
因
等

達成減少 達成 達成 達成 達成達成

達成

施策等名称

2021年度 2022年度

指標No. 中間目標値

2020年度2019年度

0601010203
主管課

体系番号
施設総量の縮減

2023年度

財政課

体系区分

施策
公共施設累計面積

289,720 288,700

成果指標名
計画策定時 2018年度

実績値　/　達成率（実績値÷目標値）

288,705

1

2018年度 永明寺山公園墓地の上部のトイレ除却（▲4.7㎡）

病児・病後児保育施設の新設（＋95㎡）、蓼科湖公衆トイレの建替（＋90㎡）、宮川第二保育園の大規模改修（▲63㎡）、中大塩保育園の大規模改修
（▲117㎡）

305,028

未達成減少

288,385 287,908 287,188

達成達成達成

御射鹿池公衆トイレの新設（22㎡）、みどりヶ丘保育園の耐震改修（▲108㎡）、永明寺山公園墓地管理棟の取壊し（▲79㎡）と合葬式墓地の新設（54
㎡）、千駄刈自然学校宿泊棟の取壊し（▲68㎡）、鋳物師屋教職員住宅の売却（▲142㎡）
千駄刈自然学校屋外炊事場・倉庫の新設（37.54㎡）、千駄刈自然学校給水ポンプ施設の新設（9.3㎡）、笹原保育園の譲渡（▲387.93㎡）、ちの横内
水防倉庫の取壊し（▲19.87㎡）、下槻木第三教員住宅の売却（▲115.64㎡）

2019年度

2020年度

2021年度

体育練成館の取り壊し（▲547.29㎡）、塚原第三教員住宅の売却（▲173㎡）

289,221289,720 288,700 288,705 288,385 288,024 287,303

ベルビア（＋2,077.94㎡）、永明小中学校（＋13,719.49㎡）、永明社会体育館（2,042.49㎡）、旧永明小学校（▲8,431㎡）、旧永明中学校（▲7,491㎡）

変
動
要
因
等

千駄刈自然学校屋外水炊事場・倉庫（37.54㎡）、千駄刈自然学校給水ポンプ施設（9.3㎡）、笹原保育園の譲渡（▲387.93㎡）、ちの横内水防倉庫の
取壊し（▲19.87㎡）

体育錬成館の取壊し（▲547.29㎡）、塚原第三教員住宅の譲渡（▲173㎡）

永明寺山公園墓地の上部のトイレ除却（▲4.7㎡）

病児・病後児保育施設の新設（＋95㎡）、蓼科湖公衆トイレの建替（＋90㎡）、宮川第二保育園の大規模改修（▲63㎡）、中大塩保育園の大規模改修
（▲117㎡）
御射鹿池公衆トイレの新設（22㎡）、みどりヶ丘保育園の耐震改修（▲108㎡）、永明寺山公園墓地管理棟の取壊し（▲79㎡）と合葬式墓地の新設（54
㎡）、千駄刈自然学校宿泊棟の取壊し（▲68㎡）、鋳物師屋教職員住宅の売却（▲142㎡）

2019年度

2020年度

2021年度

2022年度

2023年度

2018年度



2021年6月16日 2022年5月30日 2023年10月19日

作成担当者
最終評価責任者
最終評価年月日

東城　真平 東城　真平 矢島　知紀 朝倉　正樹 朝倉　正樹

伊藤　弘通 伊藤　弘通 小平　雅文 田中　裕之 田中　裕之

2019年5月31日 2020年7月10日

重点
事務事業

1

令和2年度末に策定した
公共施設再編計画の中
で、機能や性能の方向
性が譲渡・廃止としてい
る施設については、適切
な進捗管理を行ってい
く。検討としている施設
は、担当課に定期的に
状況を確認する。

1

改
革
・
改
善

改革・
改善内容

個々の施設の現状と課
題、分析・評価結果など
の情報を共有し、市民や
地域の皆様とワーク
ショップ等の開催により
意見交換を行う。

令和2年度中に、公共施
設再編計画（仮称）を策
定し、計画に沿った取り
組みを行う。

個々の施設の見直しに
あたり、施設を利用する
市民、施設の管理運営
費用を負担する納税者
を含め、多くの市民との
合意形成を図ることが不
可欠である。

施
策
の
柱
等
の
重
点
化

理　由

1 1 1

（R4・総括評価共通）
公共施設の廃止や譲渡
により計画策定時の
2018年から2022年末ま
でに合計2,417㎡の面積
を削減した。

（R4・総括評価共通）
公共施設再編計画で示
した今後の方針とスケ
ジュールについて、担当
課が中心となり検討を進
め、今後の行政サービ
スや施設そのものの方
向性を明確にし、譲渡や
廃止等により施設総量
縮減につながるよう適正
な進行管理が必要であ
る。

公共施設等総合管理計
画の見直しを行い、改訂
した。主に、温室効果ガ
スの削減と再生可能エ
ネルギーの導入方針と
ＰＰＰ・ＰＦＩの活用方針に
ついてを追加した。

個々の施設の見直しに
あたり、施設を利用する
市民、施設の管理運営
費用を負担する納税者
を含め、多くの市民との
合意形成を図ることが不
可欠である。

個々の施設の見直しに
あたり、施設を利用する
市民、施設の管理運営
費用を負担する納税者
を含め、多くの市民との
合意形成を図ることが不
可欠である。

個々の施設の見直しに
あたり、施設を利用する
市民、施設の管理運営
費用を負担する納税者
を含め、多くの市民との
合意形成を図ることが不
可欠である。

令和2年度末に策定した
公共施設再編計画の中
で、機能や性能の方向
性が譲渡・廃止としてい
る施設については、適切
な進捗管理を行ってい
く。検討としている施設
は、担当課に定期的に
状況を確認し、方向性を
決定する。

1

1

公共施設再編計画で示
した今後の方針とスケ
ジュールについて、担当
課が中心となり検討を進
め、今後の行政サービ
スや施設そのものの方
向性を明確にし、譲渡や
廃止等により施設総量
縮減につながるよう適正
な進行管理が必要であ
る。

令和2年度末に策定した
公共施設再編計画の中
で、機能や性能の方向
性が譲渡・廃止としてい
る施設については、適切
な進捗管理を行ってい
く。検討としている施設
は、担当課に定期的に
状況を確認する。

1 1

個々の施設の見直しに
あたり、施設を利用する
市民、施設の管理運営
費用を負担する納税者
を含め、多くの市民との
合意形成を図ることが不
可欠である。

1

総
合
評
価

主
な
取
組
内
容
や
成
果

個々の施設の現状と課
題等について分析・評価
するなかで、施設の老朽
化が進むとともに、十分
に活用されていない公
共施設や効率的な管理
運営の面でさらに工夫
が必要な公共施設があ
るなど、多くの課題が見
えてきた。

公共施設等総合管理計
画の個別施設計画とし
て、公共施設再編計画
（仮称）たたき台を作成し
た。また、市民ワーク
ショップを開催し、たたき
台の情報を共有し、グ
ループワークによる意見
交換を行った。

公共施設等総合管理計
画の個別施設計画とし
て、公共施設再編計画
（案）のパブリックコメント
を実施し、計画決定し
た。

課
題

個々の施設の見直しに
あたり、施設を利用する
市民、施設の管理運営
費用を負担する納税者
を含め、多くの市民との
合意形成を図ることが不
可欠である。
個々の施設の課題に対
する対応方針を推進す
る必要がある。

個々の施設の見直しに
あたり、施設を利用する
市民、施設の管理運営
費用を負担する納税者
を含め、多くの市民との
合意形成を図ることが不
可欠である。
個々の施設の課題に対
する対応方針を推進す
る必要がある。

公共施設再編計画で示
した今後の方針とスケ
ジュールについて、担当
課が中心となり検討を進
め、今後の行政サービ
スや施設そのものの方
向性を明確にし、譲渡や
廃止等により施設総量
縮減につながるよう適正
な進行管理が必要であ
る。

朝倉　正樹

平澤　精一

2024年7月12日

財政課

（単位：円）

2018年～2023年（総括）

0 0.00

0 0.00

やや遅れている

（総括評価）
公共施設の廃止や譲渡
により計画策定時の
2018年から2022年末ま
でに合計2,417㎡の面積
を削減した。しかし、令
和5年度に、ベルビア１
階のアルピコ交通が所
有していた２０７７㎡もの
床の譲渡を受けることに
なってしまった。

0.00

0.00

0

0

おおむね順調

2022年　（前年度比）

1

個々の施設の見直しに
あたり、施設を利用する
市民、施設の管理運営
費用を負担する納税者
を含め、多くの市民との
合意形成を図ることが不
可欠である。

（総括評価）
令和５年度は、行財政
改革により、すずらんの
湯、環境館を廃止した。
また、泉野診療所、市営
プール、蓼科有機セン
ター、千駄刈自然学校な
どの閉鎖や廃止が打ち
出されている。閉鎖や廃
止後も施設の管理は必
要なため、施設の譲渡
や解体などをスムーズ
に行う必要がある。

おおむね順調

0601010203
主管課

体系番号
施設総量の縮減

投資額

(2018年
～2023
年(総
括)につ
いては
2023年
の実績
を記載)

所管替えに伴い、公共
施設等総合管理計画改
訂の印刷製本費150,000
円のみとしたが、データ
での管理としたため。

0.38

0.382,787,591

1,441,003

1,441,003

0.52

0.52

551,191

551,191

0

0

令和2年度末に策定した
公共施設再編計画の中
で、機能や性能の方向
性が譲渡・廃止としてい
る施設については、適切
な進捗管理を行ってい
く。検討としている施設
は、優先改革事項として
いるものが多いため、そ
のスケジュールに沿って
方向性を決定する。

1

施策等名称

３　評価・改革改善

評
　
　
　
　
　
価

項　　目 2018年　（前年度比） 2019年　（前年度比） 2020年　（前年度比） 2021年　（前年度比）

0.00

0.00

2018年度に、保温材の
石綿定性分析調査を行
い、調査が一段落したこ
とが要因である。

公共施設再編計画の策
定や進行管理のために
予定していた外部アドバ
イザー業務の縮小によ
る。

2,787,591

重点化する
施策の柱

事業費(円)

うち一財(円)

増減理由
（一般財源
前年度比
±10％以
上の場合
に記載）

進捗評価 おおむね順調 おおむね順調 おおむね順調


